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第１章 推進計画策定の意義                        

 

１ 推進計画策定の趣旨 

犯罪被害者やその家族、遺族（以下「犯罪被害者等」という。）は、生

命を奪われ、家族を失い、傷害を負わされるといった直接の被害に加え、

周りの理解を得られないことや、噂や中傷等による二次的な被害にも苦し

められます。誰もが安全で安心して暮らせるまちを実現するには、犯罪の

予防だけでなく、被害者等に対する適切な対応と支援が必要です。 

国では、犯罪被害者等の権利・利益の保護を図るため、平成16年に犯罪

被害者等基本法を制定しました。同法第５条では、犯罪被害者等の支援に

関し、地域の状況に応じた施策を策定・実施することを地方公共団体の責

務としており、静岡県では、平成27年４月１日に「静岡県犯罪被害者等支

援条例」を施行し、平成28年度に「静岡県犯罪被害者等支援推進計画」を

策定しました。 

本町では、平成30年10月１日に「長泉町犯罪被害者等支援条例」（以下

「町条例」という。）を施行しました。町条例には、犯罪被害者等の支援

に関する目的、基本理念、町、町民等及び事業者等の責務等を定めていま

す。「長泉町犯罪被害者等支援推進計画」(以下「本計画」という。)は、

犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び回復を図ることで平穏な生活を取り

戻し、犯罪被害者等が安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与する

ため、町条例に基づき、犯罪被害者等の支援に関する施策を総合的に推進

していくための計画となります。 

 

２ 本計画の位置づけ 

   本計画は、町条例第６条（犯罪被害者等支援計画）に基づく計画で、本町

における犯罪被害者等の支援を総合的に推進するための指針となるもので

す。 

 

３ 本計画の期間 

令和元年 10 月１日から令和７年３月 31 日までとします。 
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第２章 犯罪被害者等支援について                     

 

１ 支援施策の位置づけと支援施策の分類  

犯罪被害者等支援に関する施策は、安全で安心なまちに密接な関わりを

持つものです。支援施策の位置づけと分類について整理します。 

 

(1)支援施策の位置づけ  

犯罪被害者等支援施策は、防犯施策と一体となり町民の安全・安心に

資するものです。防犯施策は犯罪被害を事前に防止するものですが、犯

罪被害者等支援施策は、防犯施策の網を抜けて発生した事後措置として

位置づけるものです。 

犯罪被害者等が一日も早い被害の軽減・回復する体制を整備すること

は、安全で安心して暮らせる地域社会の実現はもとより、安全・安心な

まちに一層資するものです。 

 

(2)支援施策の分類  

①町条例等による支援  

町条例等の個別の規定に基づく、犯罪被害者等支援に特化した支援

施策です。 

②庁内連携による支援  

各部署には犯罪被害者等の支援策として機能する事業があり、犯罪

被害者等支援の担当課が調整役となり、関係各課で連携協力しながら

適用することで機能するものです。 

町条例等による支援との違いとしては、町条例等の支援とは別の制

度として適用されます。 

③関係機関連携による支援  

本町が他の機関と連携協力することにより効果的な支援を展開する

もので、相互の補完的な関係性において、各機関の長所を生かした支

援を実施するものです。 

平成30年９月に本町、裾野警察署、静岡犯罪被害者支援センターと

の間で、犯罪被害者等の支援に関する連携協定を締結しました。 

 

２ 支援の目的と支援体制 

犯罪被害者等支援の目的は、犯罪被害者等が安全で安心して暮らせる地

域社会の実現に寄与することであり、犯罪被害者等が各種支援策を通じ

て、受けた被害を軽減・回復し、平穏な生活を取り戻してもらうことにあ
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ります。 

犯罪被害者等の置かれる状態は、被害の程度や時間の経過で異なるもの

で、個々の状況に対応するには関係機関の持つ専門的な知識やノウハウに

よる切れ目のない支援が必要になることから、町の支援をはじめ、関係機

関との連携による支援が重要になります。 

そこで、犯罪被害者等支援に関する相談を総合的に行うための窓口を中

心として、関連する業務を行う関係各課との連携を図るとともに、犯罪被

害者等の支援に関する連携協定に基づき、裾野警察署、静岡犯罪被害者支

援センターと連携して支援をしていきます。 

また、長泉町犯罪被害者等支援推進委員会を設置し、支援の状況や犯罪

被害者に関する情報を共有して、総合的な支援の推進を図ります。 

 

 

 

 支援体制のイメージ図 

 

 

 

  支援         相談  支援       相談  支援 

 

  

          連携           連携 

  

 

 

              情報共有 

 

 

 

 

 

 

  

犯罪被害者等 

 

関係各課 

裾野警察署、 

静岡犯罪被害者 

支援センター等 

総合窓口 

（長泉町総合相

談センター） 

長泉町犯罪被害者

等支援推進委員会 
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第３章 基本理念と取組の方向性                      

町条例第３条に掲げる基本理念に基づき、犯罪を受けてから平穏な生活を取

り戻すまでの間、継続的な支援が可能になるよう、４つの基本理念と取組の方向

性を示します。 

 

１ 個人の尊厳を重んじた支援 

犯罪被害者等は、精神的苦痛、身体的苦痛、経済的困窮等を抱えながら生

活することになります。 

犯罪被害者等は、個人の尊厳が尊重され、安らぎを感じて生活する権利を

有しています。このため、各施策を通じて犯罪被害者等に寄り添い、支えて

いきます。 

 

２ 十分な理解と配慮 

犯罪被害者等が犯罪被害によって受けた被害の程度や置かれている状況

等はそれぞれ異なります。 

犯罪被害者等への支援は、犯罪被害者等の事情を十分に理解したうえで行

う必要があり、個々の状況に配慮して適切な支援を行います。 

 

３ 継続的な支援 

犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すまで、支援内容が変化します。 

犯罪被害を受けて間もない時期は、身体の安全や一時的な居住の場を確保

する等、緊急的な支援が必要ですが、時間の経過とともに経済的状況等、生

活環境の回復に関する支援が必要となります。支援内容や関係課等の変化に

対しても継続性を持って支援を行います。 

 

４ 連携による支援 

犯罪被害者等への支援は、個別の犯罪被害者等の状況等によって必要とす

る支援は異なります。また、時間の経過とともに必要となる支援内容が変化

するため、関係機関との連携が不可欠です。 

犯罪被害者等の人権を最大限尊重し、個人情報の取り扱いにも十分に配慮

したうえで、関係機関と情報共有し連携強化を図りながら支援を行います。 
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第４章 重点項目                             

犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻し、安全で安心して暮らせる地域社会が

実現できるよう、施策の実施においては４つの重点項目を設定し、取組を進めて

いきます。なお、４つの重点項目は、静岡県犯罪被害者等支援推進計画との整合

を図ることで、より一層効果的な支援を行うものです。 

 

１ 犯罪被害者等に対する各種情報の提供 

犯罪被害者等は犯罪被害についての相談場所や支援内容が分からないこ

とから、犯罪被害者等の相談を受け、支援に関する情報提供等を行う必要が

あります。 

そこで、犯罪被害者等支援に関する相談を総合的に行う窓口を、本町の総

合相談センターに設置することにより、犯罪被害者等が最小限の労力でより

多くの情報提供や支援を受けることができるよう努めます。 

 

２ 精神的・経済的支援 

犯罪被害者等の精神的な被害は時間の経過とともに変化しますが、そのよ

うな精神状態に寄り添い、回復の支援に努めます。 

また、犯罪被害者本人が死亡したり、怪我で働けなくなった場合には収入

が減少する一方で、様々な出費により生活が困窮することがあります。 

国の給付金制度は手続きに時間を要することから、経済的支援の情報提供

をするとともに、町独自の見舞金を短期間で給付することで、経済的負担の

緩和に努めます。 

 

３ 関係機関相互の連携 

犯罪被害者等の支援は、事件発生直後から、年齢、性別、犯罪の種別等、

個別の事情等によって必要とする支援が異なり、多方面からの支援が求めら

れます。 

個々の機関・団体で支援が途切れることなく、それぞれの役割を適切に果

たしていくよう、関係機関等と相互に連携した支援に努めます。 

 

４ 理解の増進 

犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すためには、多くの人の理解が必要と

なります。 

周囲の人々が犯罪被害者等の置かれている状態を理解して、寄り添い、支

えとなるよう、犯罪被害者等に関する理解が促進されるよう努めます。 
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第５章 推進施策                             

 町条例の目的である、犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び回復、犯罪被害者

等が安全で安心して暮らせる地域社会の実現のため、重点項目毎に推進施策を

設定します。 

 

１ 推進施策（重点項目１） 

  犯罪被害者等に対する各種情報の提供（町条例第８条関係） 

 

  (1)総合的に行うための窓口の設置（町条例第８条第１項） 

  【目指す姿】 

総合相談センターに総合的な窓口を設置することで、犯罪被害者等の負

担の軽減を図り、最小限の労力でより多くの情報や支援を受けられるよう

にします。 

推進施策 内容 担当課 

総合窓口の設置 犯罪被害者等に対して、相談内容

に応じた支援ができるよう、総合的

な窓口を設置します。また、犯罪被

害者等に対して、相談内容に応じた

支援を適切に案内できるよう、関係

各課の役割を明確にするとともに、

関係機関の業務内容を周知します。 

行政課（総合

相 談 セ ン タ

ー） 

町の支援制度の案

内 

町の支援制度について説明し、必

要に応じて見舞金制度について案

内します。 

行政課（総合

相 談 セ ン タ

ー） 

法テラスの支援制

度の案内 

法テラスの民事法律扶助制度(経

済的に困窮した者が法的トラブル

に遭ったときに、無料で法律相談を

行い、弁護士・司法書士の費用等の

立替えを行うもの)について案内し

ます。 

行政課（総合

相 談 セ ン タ

ー） 
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  (2)相談及び情報の提供等（町条例第８条第２項） 

  【目指す姿】 

犯罪被害者等が必要とする支援について、個々の状況に配慮しながら関

連する制度や関係各課、関係機関の情報を提供します。 

推進施策 内容 担当課 

生活困窮者の自立

支援の相談対応 

生活困窮者の自立支援に対す

る相談対応を行います。 

福祉保険課 

高齢者の生活支援

の相談対応 

犯罪被害により、高齢者の生活

に不安のある場合の相談対応を

行います。 

長寿介護課 

成年後見制度の相

談対応 

成年後見制度に関する相談対

応を行います。 

福祉保険課 

障害者差別解消法

に関する相談対応 

障害者差別解消法に関する障

害者への差別と合理的配慮に対

する相談対応を行います。 

福祉保険課 

障害者虐待の相談

対応 

犯罪被害者等が障害者の場合、

迅速かつ適切な保護等の相談対

応を行います。 

福祉保険課 

ＤＶ相談受付、関係

機関との情報共有 

ＤＶに関する相談の受付、関係

機関との情報共有を行います。 

福祉保険課 

ＤＶ被害者に対す

る自立支援 

ＤＶ被害者に対する自立支援

の援助を行います。 

福祉保険課 

女性に対する関係

機関の案内 

犯罪被害者等となった女性に

対し、犯罪被害で受けた精神的苦

痛に関する相談窓口等、関係機関

の案内を行います。 

生涯学習課 

母子父子寡婦福祉

貸付金制度の案内 

母子父子寡婦福祉資金貸付金

制度（静岡県事業）の案内を行い

ます。 

こども未来課 

犯罪被害者等の子

育ての相談対応 

犯罪被害により生活環境が変

化したことに伴う、子ども・子育

てに関する相談対応を行います。 

こども未来課 

子ども虐待被害の

相談対応 

子どもの虐待被害に関する相

談対応(被虐待児童への心理的ケ

ア含む)を行います。 

こども未来課 
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スクールカウンセ

ラーの派遣 

犯罪被害者等となった児童・生

徒の在校する学校に、スクールカ

ウンセラーを派遣します。 

教育推進課 
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２ 推進施策（重点項目２） 

  精神的・経済的支援（町条例第９条～18 条関係） 

 

(1)付添い及び申請手続き補助(町条例第９条関係) 

  【目指す姿】 

   犯罪被害者等の求めに応じて、移動の付添いや申請手続きの補助を行う

ことで負担軽減を図ります。 

推進施策 内容 担当課 

移動の付添い 犯罪被害者等の求めに応じて、移

動の付添いを行います。 

行政課 

町の様々な申請手

続の補助 

犯罪被害者等の求めに応じて、町

の様々な申請手続きの補助を行いま

す。 

行政課 

 

  (2)物品貸与（町条例第 10 条関係） 

  【目指す姿】 

   犯罪被害者等の求めに応じて、必要とされる物品を用意し貸与等するこ

とで、生活や就業を支援します。 

推進施策 内容 担当課 

必要な物品等の貸

与 

犯罪被害者等の求めに応じて、必

要な物品等を貸与します。 

行政課 

防犯用品の供与 犯罪被害者等の求めに応じて、防

犯ブザー等を供与します。 

地域防災課 

 

  (3)見舞金の給付(町条例第 11、12、13 条関係) 

  【目指す姿】 

   被害者が死亡または全治１箇月以上の負傷傷病を負った場合に見舞金を

支給します。また、被害者等の経済的負担を軽減するため、警察との連携に

より犯罪被害等に関する情報収集を行います。 

推進施策 内容 担当課 

見舞金の支給・制

度内容等の案内 

見舞金の支給対象となる事件が発

生した場合、被害者等に対し速やか

に支給手続きを案内します。 

行政課 

犯罪被害等に関す

る情報収集 

犯罪被害者等の経済的負担を軽減

するため、警察との連携による情報

収集を行います。 

行政課 
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  (4)生活支援(町条例第 14 条関係) 

  【目指す姿】 

   平穏な生活を取り戻すため、支援に必要な事業の連携を図りながら、犯罪

被害者等が置かれた個々の状況に応じて対応します。 

推進施策 内容 担当課 

生活福祉資金貸付

制度の案内 

生活福祉資金貸付制度（社会福祉

協議会事業）の説明と手続きを案内

します。 

福祉保険課 

生活保護法に基づ

く生活保護対応 

犯罪被害者等の状況によって、生

活保護法に基づく生活保護の説明と

手続きを案内します。 

福祉保険課 

第三者による傷病

届出制度の案内 

第三者による傷病届出制度の説明

と手続きを案内します。 

福祉保険課 

療養費・高額療養

費支給制度の案内 

療養費及び高額療養費の支給制度

の説明と手続きを案内します。 

福祉保険課 

障害年金制度の案

内 

障害年金の説明と手続きを案内し

ます。 

福祉保険課 

障害者手帳（身

体、精神、療育）

の取得手続き案内 

障害者手帳（身体障害者手帳、精

神障害者保健福祉手帳、療育手帳）

の説明と手続きを案内します。 

福祉保険課 

障害者に対する障

害福祉サービス制

度の案内 

障害者に対する障害福祉サービス

制度の説明と手続きを案内します。 

福祉保険課 

障害者に対する医

療費助成制度の案

内 

障害者に対する医療助成制度(重

度障害者(児)医療助成・精神障害者

医療費助成)の説明と手続きを案内

します。 

福祉保険課 

自立支援医療費支

給制度の案内 

自立支援医療費支給制度(更生医

療、育成医療、精神通院医療)の説

明と手続きを案内します。 

福祉保険課 

納税相談 犯罪被害者等に対する納税相談を

行います。 

税務課 

税の減免・控除の

案内 

税の減免や控除を受けるための説

明と手続き(医療費控除、寡婦控

除、住民税、固定資産税等)を案内

します。 

税務課 
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国民健康保険税・

後期高齢者医療保

険料の減免及び国

民年金保険料の免

除の案内 

国民健康保険税、後期高齢者医療

保険料の減免及び国民年金保険料の

免除の説明と手続きを案内します。 

福祉保険課、

税務課 

低所得世帯の水道

料金助成の案内 

低所得世帯の水道料金助成の説明

と手続きを案内します。 

福祉保険課 

児童扶養手当の案

内 

児童扶養手当の説明と手続きを案

内します。 

こども未来課 

ひとり親家庭への

医療費助成の案内 

ひとり親家庭となった場合、医療

費助成制度の説明と手続きを案内し

ます。 

こども未来課 

私立幼稚園奨励費

補助制度の案内 

私立幼稚園奨励費補助制度の説明

と手続きを案内します。 

こども未来課 

保育園保育料の減

免制度の案内 

保育園保育料の減免制度の説明と

手続きを案内します。 

こども未来課 

要保護・準要保護

児童生徒就学援助

費制度の案内 

要保護及び準要保護児童生徒援助

費制度の説明と手続きを案内しま

す。 

教育推進課 

警察・静岡犯罪被

害者支援センター

への情報提供と連

携 

犯罪被害者等の同意を得たうえ

で、警察や静岡犯罪被害者支援セン

ターに情報提供を行い、支援体制の

充実に努めます。 

行政課 

 

  (5)一時保護(町条例第 15 条関係) 

  【目指す姿】 

   平穏な生活を営むことに重大な支障があると判断した場合には、犯罪被

害者等の安全を確保するため一時的に保護します。 

推進施策 内容 担当課 

被虐待高齢者の一

時保護 

被虐待高齢者の一時保護を行いま

す。 

長寿介護課 

被虐待障害者の一

時保護 

被虐待障害者の一時保護を行いま

す。 

福祉保険課 

ＤＶ被害者の避難

所への一時保護 

ＤＶ被害者の避難所への一時保護

を行います。 

福祉保険課 
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被虐待児童の一時

保護 

被虐待児童の一時保護を行いま

す。 

こども未来課 

学校における虐待

発見時の通知 

学校における虐待発見時の通知義

務を周知徹底します。 

教育推進課 

関係機関連携によ

る保護対策 

警察等の関係機関や関係各課と連

携した保護対策を行います。 

行政課 

再被害に対する安

全対策 

再被害に対する警察及び関係各課

と連携した安全対策を行います。 

行政課 

 

  (6)施設入所支援(町条例第 16 条関係) 

  【目指す姿】 

   一時保護を行った犯罪被害者等に対して必要と判断した場合には、一時

保護した施設その他適切な施設への入所を支援します。 

推進施策 内容 担当課 

高齢者施設等への

入所支援 

被虐待高齢者の施設入所支援を行

います。 

長寿介護課 

障害者施設等への

入所支援 

被虐待障害者の施設入所支援を行

います。 

福祉保険課 

児童養護施設等へ

の入所支援 

被虐待児童の児童養護施設等への

入所支援を行います。 

こども未来課 

 

  (7)居住の安定(町条例第 17 条関係) 

  【目指す姿】 

   犯罪被害者等の事情に配慮し、自宅の代わりとなる町営住宅等の情報を

提供します。 

推進施策 内容 担当課 

犯罪被害者等に対

する町営住宅等情

報の提供 

犯罪行為により住宅に住めなくな

り、緊急に住居を確保する必要があ

る場合、町営住宅等の情報を提供し

ます。 

建設計画課 

犯罪現場のハウス

クリーニングの協

議 

自宅が犯罪行為の現場となった場

合、ハウスクリーニングについて警

察と協議します。 

行政課 
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  (8)犯罪被害者等に関する情報の保護(町条例第 18 条関係) 

  【目指す姿】 

   犯罪被害者等の犯罪被害に関する情報を、支援に関わらない者や機関に

対してみだりに提供しません。 

推進施策 内容 担当課 

ＤＶ等被害者に関

する住民基本台帳

の閲覧制限、各種

証明の発行制限 

ＤＶ、ストーカー行為等、児童虐待

及びこれらに準ずる行為の被害者に

対する、住民基本台帳の閲覧制限や

各種証明(住民票・戸籍附票含む)の

発行制限を行います。 

住民窓口課、 

南部地区セン

ター、 

税務課 
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３ 推進施策（重点項目３） 

  関係機関相互の連携（町条例第 19、20 条関係） 

 

  (1)基本的支援体制の整備(町条例第 19 条関係) 

  【目指す姿】 

   長泉町犯罪被害者等支援推進委員会を開催し、関係機関が一体となって

支援ができるよう連携強化を図ります。 

推進施策 内容 担当課 

長泉町犯罪被害者

等支援推進委員会

の開催と連携強化 

長泉町犯罪被害者等支援推進委員

会を開催し、関係機関との情報共有

や連携強化を図ります。 

行政課 

 

  (2)関係機関等との連携協力（町条例第 20 条関係） 

  【目指す姿】 

   裾野警察署犯罪被害者支援連絡協議会に参画し、参加団体等との連携強

化を図ります。また、他自治体職員や関係機関との連携を図り、ネットワー

クの構築に努めます。 

推進施策 内容 担当課 

裾野警察署犯罪被

害者支援連絡協議

会への参画 

裾野警察署犯罪被害者支援連絡協

議会に出席し連携強化を図ります。 

行政課 

県内の民間支援組

織との連携強化 

県内の民間支援組織等に関する情

報を収集するとともに、連携強化を

図ります。 

行政課 

研修での他自治体

職員との情報交換 

研修会等に参加し情報交換等を行

うことで、他自治体等とのネットワ

ークを構築します。 

行政課 
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４ 推進施策（重点項目４） 

  理解の増進（町条例第 21 条関係） 

 

  (1)町民への理解の促進(町条例第 21 条関係) 

  【目指す姿】 

多くの町民が犯罪被害者等に対する理解を深め、社会全体で被害者等を支

えることができるよう、広報啓発に努めます。 

推進施策 内容 担当課 

広報ながいずみや

ホームページの活

用 

広報ながいずみやホームページ等

を活用した広報に努めます。 

行政課 

犯罪被害者週間に

合わせた広報 

犯罪被害者週間（11 月 25 日～12

月１日）に合わせた広報を行い、町

民への理解を促進します。 

行政課 

こころの教育推進

による理解の促進 

こころの教育の推進により、犯罪

被害者等に対する理解の促進に努め

ます。 

教育推進課 
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第６章 進行管理                             

本計画に基づく支援をより効果的にするため、長泉町犯罪被害者等支援推進

委員会において、支援の実施状況等に関する情報共有を図り、より良い支援につ

なげます。 

また、犯罪被害を取り巻く環境の変化を十分に捉えたうえで、必要に応じて計

画の見直しを図ります。 

 

１ 長泉町犯罪被害者等支援推進委員会における情報共有と反映 

長泉町犯罪被害者等支援推進委員会において、支援状況等の情報共有を図

り、必要に応じて今後の取組に反映します。 

 

２ 計画の見直し 

犯罪被害を取り巻く環境に対して適切に対応するため、計画期間内であっ

ても、適宜計画の見直しを図ります。 

 

 

 

 

 

 
 

犯罪被害者等支援シンボルマーク「ギュっとちゃん」 
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